1.策定の背景
1-1. 経営戦略策定の主旨
我が国における水道事業は、住民生活に不可欠なライフラインの一つとして重要な役割を担っている。水道事業が提供するサービスは、安全・安心な水を安定的に供給することであり、それらを維持発展させていくために、健全な経営を持続することが重要である。
一方、少子化に伴う人口減少や利用者意識、産業構造の変化に伴う節水型社会への移行を要因に有収水量が減少している。また、施設の老朽化に伴う更新や災害への備えとして耐震化の推進などに確保すべき財源が増加している。
このような中、公営企業である島原市水道事業の中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、それに基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を実現していくことが求められている。
1-2. 計画期間
経営戦略では、施設・設備投資の見通しである「投資計画」と支出の財源見通しである「財源計画」を均衡させるための「投資・財政計画」がその中心になり、この「投資・財政計画」に沿って経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組むことになる。
総務省が示す「経営戦略」における「中長期的な視点から経営基盤の強化に取り組むことが出来るように、計画期間は10年以上を基本とする」という考えから、本計画の期間は、10年間に設定する。

用語の説明
「投資計画」（投資試算）
将来にわたって安定的に事業を継続していくために必要となる施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画のこと。投資の見通しを立てるためには、将来的な水需要（給水量）とそれに必要な供給能力を把握する必要がある。
「財源計画」（財源試算）
「投資試算」等の支出を賄うための財源の見通しを試算した計画のこと財源として構成される主なものは、料金収入、企業債および繰入金がある。
計画期間





令和3年度から令和12年度までの10年間











